
 

 

 

 

 

 

 

 

8.3 振 動 
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8.3 振 動 

8.3.1 現 況 

(1) 調査内容 

振動の調査概要を表 8.3.1-1 に示す。また、既存資料調査は「4.1 自然的状況 4.1.1

気象、大気質、騒音、振動その他の大気に係る環境の状況 (4)振動」に示したとおりであ

り、既存の調査地点は対象事業実施区域から 15km 以上離れており、対象事業実施区域近傍

の振動の状況は不明である。 

 

表 8.3.1-1 振動の調査概要 

環境 

要素 
項目 調査方法 調査地点 調査頻度・時期等 

環境振動 

「特定工場等において発

生する振動の規制に関す

る基準」（昭和 51 年、環

境庁告示第 90 号）に定め

る方法 

対象事業実施区域周

辺の集落付近 1地点

道路交通振動 

「振動規制法施行規則」

（昭和 51 年、総理府令第

58 号）に定める方法 

工事用車両及び関係

車両の走行ルート沿

道 6地点 

1 回/年 

(平日 24 時間連続) 

※騒音と同時調査 振動 

地盤卓越振動数 周波数分析による方法 
道路交通振動と同様

の 6地点 

1 回/年 

(大型車走行時 10 回)

 

 

1) 調査項目 

振動の現地調査項目は表 8.3.1-2 に示すとおりである。 

 

表 8.3.1-2 振動の現地調査項目 

環境要素 項目 調査項目 

環境振動 時間率振動レベル 

道路交通振動 時間率振動レベル 振動 

地盤卓越振動数 地盤卓越振動数 
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2) 調査範囲及び調査地点 

振動の現地調査地点は騒音と同地点とした（表 8.2.1-3 及び図 8.2.1-1 参照）。 

調査地点は、対象事業実施区域に最も近接する集落付近（環境振動 1 地点）と、工事

用車両及び関係車両の走行ルート沿道（道路交通振動 6地点）とした。 

 

3) 調査方法 

振動の調査方法は表 8.3.1-3 に示すとおりである。 

 

表 8.3.1-3 振動の調査方法 

環境要素 項目 調査方法 観測高さ 

環境振動 

「特定工場等において発生する振動の規制に

関する基準」（昭和 51 年、環境庁告示第 90 号）

に定める方法 

地表面上 

道路交通振動 
「振動規制法施行規則」（昭和 51 年、総理府令

第 58 号）に定める方法 
地表面上 

振動 

地盤卓越振動数 
大型車単独走行時の振動加速度レベルを 1/3

オクターブバンド分析器により測定する方法 
地表面上 

 

 

4) 調査時期 

振動の調査時期は表 8.3.1-4 に示すとおりである。 

 

表 8.3.1-4 振動の調査時期 

環境要素 項目 調査頻度 調査時期 

環境振動 

道路交通振動 

1 回/年 

(平日 24 時間連続) 

平成 22 年 11 月 17 日～11 月 18 日

※騒音と同時調査 
振動 

地盤卓越振動数 
1 回/年 

(大型車走行時 10 回)
平成 22 年 11 月 17 日～11 月 18 日
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(2) 調査結果 

1) 振動の状況 

① 環境振動 

環境振動の現地調査結果は表 8.3.1-5 に示すとおりである。対象事業実施区域周辺は

振動規制法に基づく規制の区域に指定されていない。 

振動レベルは昼間、夜間ともに 30dB 未満であった。また、「工場・事業場に対する騒

音・振動規制の手引き」（三重の環境と森林ホームページ）に掲載されている振動の影響

例（図 8.3.1-1）を参照すると、「無感」に該当する。 

 

表 8.3.1-5 環境振動の現地調査結果 

単位：dB 

時間率振動レベル 

80％レンジ 

上端値 下端値 
中央値 調査地点 時間帯 

L10 L90 L50 

昼間平均 

(8～19 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 

A.下之川地区 
夜間平均 

(19～8 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 

注 1）昼間平均、夜間平均は算術平均値である。 

注 2）調査期間（1日 24 時間連続） 

平成 22 年 11 月 17 日～11 月 18 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：三重の環境ホームページ 

 

図 8.3.1-1 振動の影響例 
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② 道路交通振動 

道路交通振動の現地調査結果は表 8.3.1-6 に示すとおりである。対象事業実施区域周

辺は「振動規制法施行規則」(昭和 51 年、総理府令第 58 号)に基く区域指定は行われて

いないため、参考として第 2種区域の基準値を併記した。 

工事用車両及び供用後における関係車両の走行ルート沿道の現況の振動レベルは 1.

竹原地区（①）の昼間 35dB を除き、30dB 未満であり、参考として示した要請限度を下

回っている。 

 

表 8.3.1-6 道路交通振動の現地調査結果 

単位：dB 

時間率振動レベル 

80％レンジ 

上端値 下端値 
中央値 

要請限度 

注 3) 調査地点 時間帯 

L10 L90 L50 L10 

昼間平均 

(8～19 時) 
35 30 未満 30 未満 70 以下 

1.竹原地区（①）
夜間平均 

(19～8 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 65 以下 

昼間平均 

(8～19 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 70 以下 

2.竹原地区（②）
夜間平均 

(19～8 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 65 以下 

昼間平均 

(8～19 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 70 以下 3.美杉消防団第

７分団第３格

納庫 
夜間平均 

(19～8 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 65 以下 

昼間平均 

(8～19 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 70 以下 

4.下之川診療所
夜間平均 

(19～8 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 65 以下 

昼間平均 

(8～19 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 70 以下 

5.下多気地区 
夜間平均 

(19～8 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 65 以下 

昼間平均 

(8～19 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 70 以下 

6.多気診療所 
夜間平均 

(19～8 時) 
30 未満 30 未満 30 未満 65 以下 

注 1）昼間平均、夜間平均は算術平均値である。 

注 2）調査期間（1日 24 時間連続） 

平成 22 年 11 月 17 日～11 月 18 日 

注 3）対象事業実施区域周辺は振動規制法に基づく規制の区域に指定されていない。 
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2) 地盤卓越振動数の状況 

地盤卓越振動数の現地調査結果は表 8.3.1-7 に示すとおりである。 

工事用車両及び供用後における関係車両の走行ルート沿道の地盤卓越振動数は 20.2

～24.0Hz であった。 

「道路環境整備マニュアル」（平成元年、社団法人日本道路協会）では 15Hz 以下を軟

弱地盤としており、いずれの調査地点も軟弱地盤に該当しない。 

 

表 8.3.1-7 地盤卓越振動数の現地調査結果 

単位：Hz  

調査地点 道路名称 地盤卓越振動数 

1.竹原地区（①） 主要地方道久居美杉線 20.2 

2.竹原地区（②） 主要地方道松阪青山線 22.5 

3.美杉消防団第７分団第３格納庫 主要地方道松阪青山線 22.7 

4.下之川診療所 主要地方道一志美杉線 24.0 

5.下多気地区 主要地方道一志美杉線 22.0 

6.多気診療所 主要地方道嬉野美杉線 24.0 

 

 

3) 道路交通の状況 

工事用車両及び供用後における関係車両の走行ルートの現況交通量は「8.2 騒音 

8.2.1 現況 (2)調査結果 2)道路交通の状況」と同様である。 
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8.3.2 予測・環境保全措置及び評価 

振動に係る環境影響の予測概要は表 8.3.2-1 に示すとおりである。 

予測は、事業特性及び地域特性において振動に係る特別な条件等がないことから、技術

指針等に示されている一般的な手法である振動の伝播距離減衰式や経験式等の予測手法を

用いた。 

 

表 8.3.2-1 振動の予測概要 

影響要因 項目 予測事項 予測方法 予測地域 予測対象時期等 

振 動 レ ベ

ルの 80％

レ ン ジ の

上 端 値

(L10) 

建設機械の

稼働による

振動影響 

振動の発生及び伝

搬に係る既存デー

タを用いた伝搬距

離減衰式を用いて

算出 

敷地境界及び対象

事業実施区域周辺

の民家等 

建設機械の稼働に

よる影響が最大と

なる時期 

（建設地内の造成

工事が最盛期とな

る工事1～2年目） 

振 動 レ ベ

ル の 最 大

値 

発破作業に

よる振動影

響 

変位速度と振動レ

ベルの関係式を用

いて算出 

敷地境界及び対象

事業実施区域周辺

の民家等 

発破作業による影

響が最大となる時

期 

（建設地内の造成

工事が最盛期とな

る工事1～2年目） 

工事の実

施 

振 動 レ ベ

ルの 80％

レ ン ジ の

上 端 値

(L10) 

工事用車両

の走行によ

る振動影響 

建設省土木研究所

提案式を用いて振

動レベルの 80％レ

ンジの上端値(L10)

を算出 

工事用車両の走行

ルート沿道 

工事用車両による

影響が最大となる

時期 

（工事第1期：工事3

年目、工事第2期：

工事5年目） 

振 動 レ ベ

ルの 80％

レ ン ジ の

上 端 値

(L10) 

埋立作業に

よる振動影

響及び施設

稼働に伴う

振動影響 

振動の発生及び伝

搬に係る既存デー

タを用いた伝搬距

離減衰式を用いて

算出 

敷地境界及び対象

事業実施区域周辺

の民家等 

事業活動が定常状

態となる時期 

存在及び

供用 振 動 レ ベ

ルの 80％

レ ン ジ の

上 端 値

(L10) 

関係車両の

走行による

振動影響 

建設省土木研究所

提案式を用いて振

動レベルの 80％レ

ンジの上端値(L10)

を算出 

関係車両の走行ル

ート沿道 

事業活動が定常状

態となる時期 
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(1) 建設機械の稼動による振動影響 

1) 予測内容 

建設機械の稼動による振動影響について予測を行った。 

予測項目は表 8.3.2-2 に示すとおりとした。また、予測手順は図 8.3.2-1 に示すとお

りである。 

 

表 8.3.2-2 建設機械の稼動による振動影響の予測項目 

影響要因 予測事項 予測項目 

工事の実施 
建設機械の稼動による 

振動影響 
振動レベルの 80％レンジの上端値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.3.2-1 建設機械の稼動による振動影響の予測手順 

 

2) 予測対象時期 

予測対象時期は、建設機械の稼働による振動影響が最大となる時期（建設地内の造成

工事が最盛期となる工事1～2年目）とした。 

 

3) 予測地域 

予測地域は「8.2 騒音 8.2.2 予測・環境保全措置及び評価 (1)建設機械の稼動に

よる騒音影響」に同じとした。 

工事区域・予測地点の設定 

ユニットの設定 

ユニットのパワーレベル 
の設定 

ユニットの配置 

基準点におけるユニット毎の
振動レベルの計算 

予測地点におけるユニット毎
の振動レベルの合成 

振動源データ 

・建設工事の種類(工種) 
・建設機械の組み合わせ(ユニット) 

・工事区域の分割 
・ユニット数及び位置 

地盤条件 

予測地点における 
振動レベル(L10) 
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4) 予測式  

建設機械の稼動による振動影響の予測は、「道路環境影響評価の技術手法 2007 改訂

版」（財団法人道路環境研究所）に示されている事例の引用又は解析により行った。 

 

表 8.3.2-3 建設機械の稼動による振動影響の予測式 

区分 予測式 

予測式 )(68.8)/(log15)()( 00100 rrrrrLrL    

)(rL  ：予測地点における振動レベル（dB） 

)( 0rL  ：基準点における振動レベル（dB） 

r  ：ユニットの稼働位置から予測地点までの距離（ｍ） 

0r  ：ユニットの稼働位置から基準点までの距離（５ｍ） 

記号説明 

  ：内部減衰係数 

出典：「道路環境影響評価の技術手法 2007 改訂版」（財団法人道路環境研究所） 

 

 

5) 予測条件 

① 工種及びユニット 

建設機械の稼働による振動影響が最大となる時期（建設地内の造成工事が最盛期とな

る工事１～２年目）におけるユニットを表 8.3.2-4 に示すとおり設定した。 

工事工程表及び建設機械稼動台数表は資料編大気質の項に示す。 

 

表 8.3.2-4 工種及びユニット 

ユニット 
ケース 工事区域 

種類 数 

進入路工事 盛土工 2 
ケース１ 

最終処分場 土砂掘削 3 

進入路工事 盛土工 1 

現場内運搬(未舗装) 3 

軟岩掘削 1 
ケース２ 

最終処分場 

路床安定処理 1 

進入路工事 盛土工 6 
ケース３ 

最終処分場 路床安定処理 1 
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② ユニット別基準点振動レベル 

各ユニットの基準点騒音レベルと内部減衰係数は表 8.3.2-5 に示すとおり設定した。 

 

表 8.3.2-5 ユニットの実効騒音レベル及び補正値 

工種 ユニット 基準点振動レベル（dB） 内部減衰係数 

盛土工 盛土工 63 0.01 

掘削工 土砂掘削 53 0.01 

掘削工 軟岩掘削 64 0.001 

－ 現場内運搬(未舗装) 57 0.01 

路床安定処理工 路床安定処理 66 0.01 

 

③ ユニットの配置 

発生源の位置は、進入路工事の盛土箇所、最終処分場の切土箇所に設定した。設定し

た位置は、予測結果の図に示す。 

 

6) 予測結果 

建設機械の稼動による振動影響の予測結果を表 8.3.2-6 に示す。民家位置での振動レ

ベルはすべて 30dB 未満と予測される。敷地境界では 42～51dB と予測される。 

 

表 8.3.2-6 建設機械の稼動による振動影響の予測結果（L10） 

単位：dB 

予測地点 ケース１ ケース２ ケース３ 

1 30 未満 30 未満 30 未満 

2 30 未満 30 未満 30 未満 

3 30 未満 30 未満 30 未満 

4 30 未満 30 未満 30 未満 

5 30 未満 30 未満 30 未満 

敷地境界 48  42  51  
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図 8.3.2-2 予測結果(ケース１) 

建設機械の稼動による振動影響 

（単位：dB）
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図 8.3.2-3 予測結果(ケース２) 

建設機械の稼動による振動影響 

（単位：dB）
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図 8.3.2-4 予測結果(ケース３) 

建設機械の稼動による振動影響 

（単位：dB）
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7) 環境保全措置  

以下に示す環境保全措置を実施する。 

 

表 8.3.2-7 環境保全措置の検討項目 

影響要因 環境保全措置 環境保全措置の効果 検討結果(不確実性) 

低振動型建設機
械の採用 

建設機械の振動レベル
が低下する 

影響を低減できるため実施
する。 

工事の実施 

作業方法の改善 ていねいな作業(無理な
負荷をかけない、衝撃力
による施工を避ける等)
を実施することにより、
建設機械の振動レベル
が低下する 

影響を低減できるため実施
する。 

 

8) 評価結果 

① 回避・低減の観点 

環境保全措置として、低振動型建設機械の採用、作業方法の改善を実施する。 

よって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で、回避又は低減が図られていると

評価する。 

 

② 基準・目標との整合性 

建設機械の稼働による振動影響に関する基準又は目標として、環境保全の観点から、

「振動規制法施行規則」（昭和 51 年、総理府令第 58 号）に基づく特定建設作業の規制に

関する基準が定められている。 

また、三重県では「三重県生活環境の保全に関する条例施行規則」（平成 13 年、三重

県規則第 39 号）に基づく規制基準が定められており、対象事業実施区域周辺は建設作業

に伴って発生する振動の規制では「第１号区域」に指定されている。 

そこで、基準又は目標とする値は、表 8.3.2-8 に示す規制基準とし、その値と予測値

との間の整合が図られているかを評価した。 

建設機械の稼働による振動影響の評価結果を表 8.3.2-9 に示す。 

予測値は基準又は目標とした値を下回っており、また環境保全措置の効果により、さ

らに影響の緩和や低減が見込まれることから、基準又は目標との整合は図られていると

評価する。 
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表 8.3.2-8 基準又は目標とした値（建設機械の稼働による振動影響） 

基準又は目標とした値 備考 

75dB 以下 

「振動規制法施行規則」（昭和 51 年、総理府令第 58

号）に基づく特定建設作業の規制に関する基準及び

「三重県生活環境の保全に関する条例施行規則」（平

成 13 年、三重県規則第 39 号）に基づく規制基準 

 

表 8.3.2-9 建設機械の稼働による振動影響の評価結果（L10） 

単位：dB 

予測地点 ケース１ ケース２ ケース３ 
基準又は目標 

とした値 

1 30 未満 30 未満 30 未満 

2 30 未満 30 未満 30 未満 

3 30 未満 30 未満 30 未満 

4 30 未満 30 未満 30 未満 

5 30 未満 30 未満 30 未満 

敷地境界 48  42  51  

75dB 以下 
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(2) 発破作業による振動影響 

1) 予測内容 

発破作業による振動影響について予測を行った。 

予測項目は表 8.3.2-10 に示すとおりとした。また、予測手順は図 8.3.2-5 に示すとお

りである。 

 

表 8.3.2-10 発破作業による振動影響の予測項目 

影響要因 予測事項 予測項目 

工事の実施 発破作業による振動影響 振動レベルの最大値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.3.2-5 発破作業による振動影響の予測手順 

 

 

2) 予測対象時期 

予測対象時期は、発破作業による影響が最大となる時期（建設地内の造成工事が最盛

期となる工事1～2年目）とした。 

 

3) 予測地域 

予測地域は「8.2 騒音 8.2.2 予測・環境保全措置及び評価 (1)建設機械の稼動によ

る騒音影響」に同じとした。 

 

予測地点の設定 

振動源位置の設定 

振動伝搬計算 

予測地点における振動レベル 

発破作業計画 
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4) 予測式  

発破作業による振動影響の予測は、以下に示す予測式を用いて行った。 

 

表 8.3.2-11 発破作業による振動影響の予測式 

区分 予測式 

予測式 
84log20 10  VVL  

nm DWKV   

VL  ：予測地点における振動レベル（dB） 

V  ：変位速度（cm/s） 

K  ：発破条件や岩盤特性によって変化する係数（明り発破:200） 

W  ：段当りの薬量（kg）（50kg） 

D  ：発破場所から予測地点までの距離(ｍ) 

m  ：薬量に関する定数（2/3） 

記号説明 

n  ：距離減衰に係る定数（-2） 

  出典：「あんな発破 こんな発破 発破事例集」（平成 14 年、日本火薬工業会） 

 

5) 予測条件 

発生源の位置は図 8.3.2-6 に示すとおり、発破施工区域の中央部に設定した。段当り

の薬量は、「発破振動の周辺への影響と対策」昭和 59 年、鹿島出版会発行の「ベンチ発

破：10～50kg/段」から、最大の 50kg とした。 

 

6) 予測結果 

発破作業による振動の予測結果を表 8.3.2-12 に示す。振動レベルは、民家位置で 30

未満～37dB と予測される。敷地境界では、最大で 69dB と予測される。 

 

表 8.3.2-12 発破作業による振動影響の予測結果 

単位：dB 

予測地点 予測結果 

1 30 未満  

2 30 未満  

3 31  

4 37  

5 32  

敷地境界 69  

 



8.3-17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.3.2-6 予測結果 

発破作業による振動影響 

（単位：dB）
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7) 環境保全措置  

以下に示す環境保全措置を実施する。 

 

表 8.3.2-13 環境保全措置の検討項目 

影響要因 環境保全措置 環境保全措置の効果 検討結果(不確実性) 

工事の実施 装薬量の低減 装薬量を低減すること
により、振動レベルが低
減する。 

影響を低減できるため実施
する。 

 

8) 評価結果 

① 回避・低減の観点 

環境保全措置として、装薬量の低減を実施する。 

よって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で、回避又は低減が図られていると

評価する。 
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(3) 工事用車両の走行による振動影響 

1) 予測内容 

工事用車両の走行による振動影響について予測を行った。 

予測項目は表 8.3.2-14 に示すとおりとした。また、予測手順は図 8.3.2-7 に示すとお

りである。 

 

表 8.3.2-14 工事用車両の走行による振動影響の予測項目 

影響要因 予測事項 予測項目 

工事の実施 
工事用車両の走行による

振動影響 
振動レベルの 80％レンジの上端値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.3.2-7 工事用車両の走行による振動影響の予測手順 

 

2) 予測対象時期 

予測対象時期は、工事用車両の走行による影響が最大となる時期（工事第1期：工事3

年目、工事第2期：工事5年目）とした。 

 

3) 予測地域 

予測地域は「8.2 騒音 8.2.2 予測・環境保全措置及び評価 (3)工事用車両の走行

による騒音影響」に同じとした。 

 

予測地点の設定 

・交通量の設定 

・道路構造の設定 
・平均走行速度の設定 

振動伝搬計算（伝搬距離減衰式）

予測地点における 
振動レベル(L10) 
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4) 予測式  

工事用車両の走行による振動影響の予測は、「道路環境影響評価の技術手法 2007 改

訂版」（財団法人道路環境研究所）に示されている予測式により行った。 

 

表 8.3.2-15 工事用車両の走行による振動影響の予測式 

区分 予測式 

予測式 

 ２＋　

ασ＋αｆ＋αｓ＋　

－α　

KQQ
M

Q

dMcVbQaL

LL

1

1010101010

1010

1

600,3

500
*

loglog)*(loglog*

l*






 

10L  ：振動レベルの 80％レンジの上端値の予測値（dB） 

*10L  
：基準点における振動レベルの 80％レンジの上端値の予測値

（dB） 

*Q  ：500 秒間の１車線当りの等価交通量（台/500 秒/車線） 

1Q  ：小型車時間交通量(台/時) 

2Q  ：大型車時間交通量(台/時) 

K  ：大型車の小型車への換算係数 

V  ：平均走行速度（Km/時） 

M  ：上下車線の小型車への換算係数 

K  ：大型車の小型車への換算係数 

ασ ：路面の平坦性等による補正値(dB) 

αｆ ：地盤卓越振動数による補正値(dB) 

αｓ ：道路構造による補正値(dB) 

αｌ ：距離減衰値(dB) 

記号説明 

da～  ：定数 

出典：「道路環境影響評価の技術手法 2007 改訂版」（財団法人道路環境研究所） 

 

5) 予測条件 

予測に用いる工事用車両の交通量及び道路断面は、「8.2 騒音 8.2.2 予測・環境保

全措置及び評価 (3)工事用車両の走行による騒音影響」に同じとした。 

 

6) 予測結果 

工事用車両の走行による振動影響の予測結果を表 8.3.2-16～17 に示す。振動レベルは、

第 1期で 36～44dB、第 2期で 30 未満～44dB と予測される。 
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表 8.3.2-16 工事用車両の走行による振動影響の予測結果（L10）第 1期 

予測地点 予測結果(dB) 

東側 43 
1 竹原地区① 

西側 44 

東側 38 
2 竹原地区② 

西側 39 

東側 39 
3 美杉消防団第７分団第３格納庫 

西側 39 

東側 38 
4 下之川診療所 

西側 38 

東側 36 
5 下多気地区 

西側 36 

東側 36 
6 多気診療所 

西側 36 

東側 38 
7 下之川地区① 

西側 38 

注1)昼間：8時～19時 

 

   表 8.3.2-17 工事用車両の走行による振動影響の予測結果（L10）第 2期 

予測地点 予測結果(dB) 

東側 43 
1 竹原地区① 

西側 44 

東側 38 
2 竹原地区② 

西側 39 

東側 36 
5 下多気地区 

西側 36 

東側 36 
6 多気診療所 

西側 36 

東側 39 
7 下之川地区① 

西側 39 

東側 35 
8 下之川地区② 

西側 35 

東側 30 未満 
9 下之川バイパス① 

西側 30 未満 

東側 37 
10 下之川バイパス② 

西側 38 

注1)昼間：8時～19時時 
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7) 環境保全措置  

以下に示す環境保全措置を実施する。 

 

表 8.3.2-18 環境保全措置の検討項目 

影響要因 環境保全措置 環境保全措置の効果 検討結果(不確実性) 

工事用車両運行
時期の分散 

工事用車両運行時期の
分散により、振動レベル
が低減する。 

影響を低減できるため実施
する。 

工事の実施 

工事用車両の運
行方法の指導 

安全かつていねいな運
転を実施することによ
り振動レベルが低減す
る。 

影響を低減できるため実施
する。 

 

8)  評価結果 

① 回避・低減の観点 

環境保全措置として、工事用車両運行時期の分散、工事用車両の運行方法の指導を実

施する。 

よって、環境への影響は、事業者に実行可能な範囲で回避又は低減が図られていると

評価する。 

 

② 基準・目標との整合性 

工事用車両の走行による振動影響に関する基準又は目標として、「振動規制法施行規

則」（昭和 51 年、総理府令第 58 号）に基づく道路交通振動の限度が定められている。 

対象事業実施区域周辺では、道路交通振動の限度については区域の指定が行われてい

ない。 

そこで、基準または目標とする値としては、表 8.3.2-19 に示すように道路交通振動の

限度とし、その値と予測値との間に整合が図られているかを評価した。 

工事用車両の走行に係る振動の評価結果を表 8.3.2-20～21 に示す。 

予測値は道路交通振動の限度を下回っているため、基準又は目標との整合は図られて

いると評価する。 

 

  表 8.3.2-19 基準又は目標とした値（工事用車両の走行による振動影響） 

基準又は目標とした値 備考 

70dB 以下 

「振動規制法施行規則」（昭和 51 年、総理府令第 58

号）に基づく道路交通振動の限度における第 2種区域

の基準 
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表 8.3.2-20 工事用車両の走行による振動影響の評価結果 第 1期（L10） 

予測地点 予測結果(dB) 

東側 43 
1 竹原地区① 

西側 44 

東側 38 
2 竹原地区② 

西側 39 

東側 39 
3 美杉消防団第７分団第３格納庫 

西側 39 

東側 38 
4 下之川診療所 

西側 38 

東側 36 
5 下多気地区 

西側 36 

東側 36 
6 多気診療所 

西側 36 

東側 38 
7 下之川地区① 

西側 38 

基準又は目標とした値 70 
注1)昼間：8時～19時、夜間：19時～8時 

 

表 8.3.2-21 工事用車両の走行による振動影響の評価結果 第 2期（L10） 

予測地点 予測結果(dB) 

東側 43 
1 竹原地区① 

西側 44 

東側 38 
2 竹原地区② 

西側 39 

東側 36 
5 下多気地区 

西側 36 

東側 36 
6 多気診療所 

西側 36 

東側 39 
7 下之川地区① 

西側 39 

東側 35 
8 下之川地区② 

西側 35 

東側 30 未満 
9 下之川バイパス① 

西側 30 未満 

東側 37 
10 下之川バイパス② 

西側 38 

基準又は目標とした値 70 
注1)昼間：8時～19時、夜間：19時～8時 
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(4) 埋立作業による振動影響及び施設稼動に伴う振動影響 

1) 予測内容 

埋立作業による振動影響及び施設稼動に伴う振動影響について予測を行った。 

予測項目は表 8.3.2-22 に示すとおりとした。また、予測手順は図 8.3.2-8 に示すとお

りである。 

 

表 8.3.2-22 埋立作業による振動影響及び施設稼働に伴う振動影響の予測項目 

影響要因 予測事項 予測項目 

存在及び供用

埋立作業による振動影響

及び施設稼働に伴う振動

影響 

振動レベルの 80％レンジの上端値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.3.2-8 埋立作業による振動影響及び施設稼働に伴う振動影響の予測手順 

 

 

2) 予測対象時期 

予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期とした。 

 

3) 予測地域 

予測地域は「8.2 騒音 8.2.2 予測・環境保全措置及び評価 (4)埋立作業による騒音

影響及び施設稼動に伴う騒音影響」に同じとした。 

予測地点の設定 

・埋立作業機械の種類 
・施設の種類 

振動源の設定 
・基準点振動レベルの設定 
・振動源位置の設定 

振動伝搬計算（伝搬距離減衰式）

各振動源の振動レベルの合成 

予測地点における 
振動レベル(L10) 
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4) 予測式  

埋立作業による振動影響及び施設稼働に伴う振動影響の予測は、振動の伝搬距離減衰

式を用いて予測した。 

 

表 8.3.2-23 埋立作業による振動影響及び施設稼働に伴う振動影響の予測式 

区分 予測式 

予測式 )(68.8)/(log15)()( 00100 rrrrrLrL    

)(rL  ：予測地点における振動レベル（dB） 

)( 0rL  ：基準点における振動レベル（dB） 

r  ：ユニットの稼働位置から予測地点までの距離（ｍ） 

0r  ：ユニットの稼働位置から基準点までの距離（５ｍ） 

記号説明 

  ：内部減衰係数 

出典：「道路環境影響評価の技術手法 2007 改訂版」（財団法人道路環境研究所） 

 

5) 予測条件 

事業活動が定常状態となる時期における埋立作業機械の種類・施設の種類と基準点振

動レベル等を表 8.3.2-24 に示すとおり設定した。 

発生源の位置は、埋立地の中央部に設定した。予測結果の図に発生源位置を示す。 

埋立作業は、ブルドーザ等を用いた作業であるため、土砂掘削ユニットとした。 

浸出水処理施設のは比較的小さいと考えられるが、土砂掘削ユニットと同じとして設

定した。 

 

表 8.3.2-24 埋立作業機械の種類・施設の種類 

ユニット・施設 ユニット数 
基準点振動レベル

（dB） 
内部減衰係数 

土砂掘削ユニット 2 53 0.01 

浸出水処理施設 1 53 0.01 
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6) 予測結果 

埋立作業による振動影響及び施設稼働に伴う振動影響の予測結果を表 8.3.2-25 に示

す。振動レベルは、民家位置で 30dB 未満、敷地境界で 30dB 未満と予測される。 

 

表 8.3.2-25 埋立作業による振動影響及び 

施設稼働に伴う振動影響の予測結果 

予測地点 振動レベル（dB） 

1 30 未満  

2 30 未満  

3 30 未満  

4 30 未満  

5 30 未満  

敷地境界 30 未満  
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図 8.3.2-9 予測結果 

埋立作業による振動影響及び施設稼働

に伴う振動影響 （単位：dB） 
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7) 環境保全措置  

以下に示す環境保全措置を実施する。 

 

表 8.3.2-26 環境保全措置の検討項目 

影響要因 環境保全措置 環境保全措置の効果 検討結果(不確実性) 

低振動型建設機
械の採用 

建設機械の振動レベル
が低下する 

影響を低減できるため実施
する。 

存在及び供
用 

作業方法の改善 ていねいな作業を実施
することにより、建設機
械の振動レベルが低下
する 

影響を低減できるため実施
する。 

 

8) 評価結果 

① 回避・低減の観点 

環境保全措置として、低振動型建設機械の採用、作業方法の改善を実施する。 

よって、環境への影響は事業者の実行可能な範囲で、回避又は低減が図られていると

評価する。 

 

② 基準・目標との整合性 

埋立作業による振動影響及び施設稼働に伴う振動に関する基準又は目標として、環境

保全の観点から、「特定工場等において発生する振動の規制に関する基準」（昭和 51 年、

環境庁告示 90 号）が定められている。 

また、三重県では「三重県生活環境の保全に関する条例施行規則」（平成 13 年、三重

県規則第 39 号）に基づく規制基準が定められており、対象事業実施区域周辺は工場等に

おいて発生する振動の規制では「第１号区域」に指定されている。 

そこで、基準又は目標とする値は、表 8.3.2-27 に示す規制基準とし、その値と予測値

との間の整合が図られているかを評価した。 

埋立作業及び施設稼働に係る振動の評価結果を表 8.3.2-28 に示す。 

予測値は基準又は目標とした値を下回っており、また環境保全措置の効果により、さ

らに影響の緩和や低減が見込まれることから、基準又は目標との整合は図られていると

評価する。 
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表 8.3.2-27 基準又は目標とした値（埋立作業及び施設稼働に係る振動） 

基準又は目標とした値 備考 

60dB 以下 

「特定工場等において発生する振動の規制に関する

基準」（昭和 51 年、環境庁告示 90 号）及び「三重県

生活環境の保全に関する条例施行規則」（平成 13 年、

三重県規則第 39 号）に基づく昼間の規制基準 

 

表 8.3.2-28 埋立作業による振動影響及び施設稼働に伴う振動影響の評価結果（L10） 

予測地点 振動レベル（dB） 
基準又は目標 

とした値 

1 30 未満  

2 30 未満  

3 30 未満  

4 30 未満  

5 30 未満  

敷地境界 30 未満  

60dB 以下 
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(5) 関係車両の走行による振動影響 

1) 予測内容 

関係車両の走行による振動影響について予測を行った。 

予測項目は表 8.3.2-29 に示すとおりとした。また、予測手順は図 8.3.2-10 に示すと

おりである。 

 

表 8.3.2-29 関係車両の走行に係る振動影響の予測項目 

影響要因 予測事項 予測項目 

存在及び供用 
関係車両の走行による 

振動影響 
振動レベルの 80％レンジの上端値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.3.2-10 関係車両の走行による振動影響の予測手順 

 

 

2) 予測対象時期 

予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期とした。 

 

3) 予測地域 

予測地域は「8.2 騒音 8.2.6 予測・環境保全措置及び評価 (5)関係車両の走行に

伴う騒音影響」に同じとした。 

予測地点の設定 

・交通量の設定 

・道路構造の設定 
・平均走行速度の設定 

振動伝搬計算（伝搬距離減衰式）

予測地点における 
振動レベル(L10) 
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4) 予測式  

予測式は、「(3)工事用車両の走行による振動影響」に同じとした。 

 

5) 予測条件 

予測に用いる関係車両の交通量及び道路断面は、「8.2 騒音 8.2.6 予測・環境保全

措置及び評価 (5)関係車両の走行に伴う騒音影響」に同じとした。 

 

6) 予測結果 

関係車両の走行に係る振動影響の予測結果を表 8.3.2-30 に示す。振動レベルは 30 未

満～42dB と予測される。 

 

   表 8.3.2-30 関係車両の走行による振動影響の予測結果（L10） 

予測地点 予測結果(dB) 

東側 41 
1 竹原地区① 

西側 42 

東側 33 
2 竹原地区② 

西側 33 

東側 31 
7 下之川地区① 

西側 31 

東側 30 未満 
9 下之川バイパス① 

西側 30 未満 

東側 32 
10 下之川バイパス② 

西側 32 

注1)昼間：8時～19時 

 

7) 環境保全措置  

以下に示す環境保全措置を実施する。 

 

表 8.3.2-31 環境保全措置の検討項目 

影響要因 環境保全措置 環境保全措置の効果 検討結果(不確実性) 

存在及び供
用 

関係車両の運行
方法の指導 

安全かつていねいな運
転を実施することによ
り振動レベルが低減す
る。 

影響を低減できるため実施
する。 

 

8) 評価結果 

① 回避・低減の観点 

環境保全措置として、関係車両の運行方法の指導を実施する。 

よって、環境への影響は、事業者に実行可能な範囲で回避又は低減が図られていると
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評価する。 

② 基準・目標との整合性 

関係車両の走行に係る振動影響に関する基準又は目標として、「振動規制法施行規則」

（昭和 51 年、総理府令第 58 号）に基づく道路交通振動の限度が定められている。 

対象事業実施区域周辺では、道路交通振動の限度については区域の指定が行われてい

ない。 

そこで、基準または目標とする値としては、表 8.3.2-32 に示すように道路交通振動の

限度とし、その値と予測値との間に整合が図られているかを評価した。 

関係車両の走行に係る振動の評価結果を表 8.3.2-33 に示す。 

予測値は道路交通振動の限度を下回っているため、基準又は目標との整合は図られて

いると評価する。 

 

  表 8.3.2-32 基準又は目標とした値（関係車両の走行に係る振動影響） 

基準又は目標とした値 備考 

70dB 以下 

「振動規制法施行規則」（昭和 51 年、総理府令第 58 号）

に基づく道路交通振動の限度における第 2種区域の基

準 

 

 表 8.3.2-33 関係車両の走行に係る振動影響の評価結果（L10） 

予測地点 予測結果(dB) 

東側 41 
1 竹原地区① 

西側 42 

東側 33 
2 竹原地区② 

西側 33 

東側 31 
7 下之川地区① 

西側 31 

東側 30 未満 
9 下之川バイパス① 

西側 30 未満 

東側 32 
10 下之川バイパス② 

西側 32 

基準又は目標とした値 70 
注1)昼間：8時～19時 

 




